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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送路上に載置された物品に対して所定の処理を施す第一処理装置および第二処理装置
が前記物品の搬送方向に並んで設置されることにより構成される生産ラインに用いられ、
前記搬送路上の前記物品を搬送する搬送装置であって、
　前記第一処理装置の機内から前記物品を機外まで搬出する搬出ユニットと、
　前記第二処理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する搬入ユニットと、を備え、
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットは、搬送方向に重複した位置に配置され、且
つ前記物品を搬送方向に移動可能とするそれぞれの搬送領域が搬送方向に連続する位置に
それぞれ配置され、
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットは、
　前記搬送路の上方に配置され、前記搬送路の上面から所定の高さにおいて前記物品に係
止して当該物品に搬送方向の外力を付与する係止部材と、
　前記係止部材を支持するとともに、当該係止部材を搬送方向に移動させる駆動装置と、
をそれぞれ有し、
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットの各前記係止部材は、
　前記搬送路の幅方向の一方側および他方側に互いに離間して配置され、
　前記駆動装置に支持される基端部と、前記基端部よりも前記搬送路の幅方向中央側に配
置され前記物品に係止する爪部と、前記基端部と前記爪部を連結する連結部と、をそれぞ
れ有する搬送装置。
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【請求項２】
　搬送路上に載置された物品に対して所定の処理を施す第一処理装置および第二処理装置
が前記物品の搬送方向に並んで設置されることにより構成される生産ラインに用いられ、
前記搬送路上の前記物品を搬送する搬送装置であって、
　前記第一処理装置の機内から前記物品を機外まで搬出する搬出ユニットと、
　前記第二処理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する搬入ユニットと、を備え、
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットは、搬送方向に重複した位置に配置され、且
つ前記物品を搬送方向に移動可能とするそれぞれの搬送領域が搬送方向に連続する位置に
それぞれ配置され、
　前記搬送装置は、
　前記搬入ユニットであって前記第一処理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する第
一搬入ユニットと、
　前記搬出ユニットであって前記第一処理装置の機内から前記物品を機外まで搬出する第
一搬出ユニットと、
　前記搬入ユニットであって前記第二処理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する第
二搬入ユニットと、を備え、
　前記第一搬入ユニットは、前記第一処理装置の機外から前記搬送路上の規定位置まで処
理前の前記物品を搬入するとともに、当該搬入動作において前記規定位置に載置された処
理後の前記物品に処理前の前記物品を押し付けることによって、処理後の前記物品を前記
搬送路上の搬出待機位置まで移動させ、
　前記第一搬出ユニットは、前記搬出待機位置に載置された処理後の前記物品を前記第一
処理装置の機外まで搬出する搬送装置。
【請求項３】
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットは、
　前記搬送路の上方に配置され、前記搬送路の上面から所定の高さにおいて前記物品に係
止して当該物品に搬送方向の外力を付与する係止部材と、
　前記係止部材を支持するとともに、当該係止部材を搬送方向に移動させる駆動装置と、
をそれぞれ有し、
　前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットの各前記係止部材は、
　前記搬送路の幅方向の一方側および他方側に互いに離間して配置され、
　前記駆動装置に支持される基端部と、前記基端部よりも前記搬送路の幅方向中央側に配
置され前記物品に係止する爪部と、前記基端部と前記爪部を連結する連結部と、をそれぞ
れ有する、請求項２に記載の搬送装置。
【請求項４】
　前記第一搬入ユニットおよび前記第一搬出ユニットは、
　前記物品に係止して当該物品に搬送方向の外力を付与する係止部材と、
　前記第一処理装置の機外に設けられ、前記係止部材を搬送方向に移動させる駆動装置と
、をそれぞれ有し、
　前記駆動装置は、前記第一処理装置が処理している場合に、前記係止部材を前記第一処
理装置の機外に退避させる、請求項２または３に記載の搬送装置。
【請求項５】
　前記第一搬入ユニットは、前記物品に前記係止部材を係止させた状態で前記第一処理装
置の機内に当該物品を押し込んで搬入し、  前記第一搬出ユニットは、前記物品に前記係
止部材を係止させた状態で前記第一処理装置の機内から当該物品をかき出して搬出する、
請求項４に記載の搬送装置。
【請求項６】
　前記第一搬入ユニットおよび前記第一搬出ユニットの少なくとも一方は、前記駆動装置
に対する前記係止部材の搬送方向位置を調整可能な調整機構を有する、請求項４または５
に記載の搬送装置。
【請求項７】
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　前記搬送装置は、
　処理後の前記物品が前記搬出待機位置まで移動されたか否かを検出する検出部と、
　前記検出部による検出結果に基づいて前記第一搬出ユニットを動作させて、前記搬出待
機位置に載置された前記物品を前記第一処理装置の機外に搬出させる制御装置と、
　をさらに備える、請求項２～６の何れか一項に記載の搬送装置。
【請求項８】
　前記搬送路には、当該搬送路を構成し、且つ前記物品が載置された状態で鉛直な中心軸
周りに回転可能な回転テーブルが設けられる、請求項２～７の何れか一項に記載の搬送装
置。
【請求項９】
　前記搬入ユニットは、前記第一処理装置において処理後の前記物品が前記搬出ユニット
により前記第二処理装置に対する前記搬送路上の搬入待機位置まで搬出されることによっ
て、当該物品を前記第二処理装置に搬入可能な状態とされる、請求項１～８の何れか一項
に記載の搬送装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物品に対して所定の処理を施す複数の処理装置により構成される生産ライン
に用いられ、搬送路上の物品を搬送する搬送装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　搬送装置は、例えば特許文献１，２に示すように、加工処理を施す工作機械に対して工
作物の搬入および搬出を行うとともに、工作機械間の工作物の搬送に用いられる。このよ
うな搬送装置は、例えば特許文献１の図２、および特許文献２の図１０に示すように、工
作物を搬送方向の両側から把持する把持部材と、当該把持部材を搬送方向に移動させる駆
動装置とを備える。また、複数の工作機械により生産ラインが構成される場合には、複数
の搬送装置を連携して動作可能な搬送システムが当該生産ラインに用いられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０６－１０６４６０号公報
【特許文献２】特開２００１－１６２４８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　工作機械間に配置される搬送装置は、特許文献１のように工作機械間をベルトコンベア
により工作物を搬送する構成では、上流側の工作機械から工作物を搬出するユニットと、
下流側の工作機械に工作物を搬入するユニットが干渉しないように配置する必要がある。
そのため、搬送装置が全体として搬送方向に大型化し、搬送路により連結される工作機械
間の距離が大きくなる。そうすると、工場内における工作機械のレイアウトの設定自由度
が低下する。
【０００５】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、装置の小型化を図ることによ
り、処理装置間の距離を小さくすることが可能な搬送装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（請求項１）本発明に係る搬送装置は、搬送路上に載置された物品に対して所定の処理
を施す第一処理装置および第二処理装置が前記物品の搬送方向に並んで設置されることに
より構成される生産ラインに用いられ、前記搬送路上の前記物品を搬送する。搬送装置は
、前記第一処理装置の機内から前記物品を機外まで搬出する搬出ユニットと、前記第二処
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理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する搬入ユニットと、を備える。前記搬出ユニ
ットおよび前記搬入ユニットは、搬送方向に重複した位置に配置され、且つ前記物品を搬
送方向に移動可能とするそれぞれの搬送領域が搬送方向に連続する位置にそれぞれ配置さ
れる。前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットは、前記搬送路の上方に配置され、前記
搬送路の上面から所定の高さにおいて前記物品に係止して当該物品に搬送方向の外力を付
与する係止部材と、前記係止部材を支持するとともに、当該係止部材を搬送方向に移動さ
せる駆動装置と、をそれぞれ有する。前記搬出ユニットおよび前記搬入ユニットの各前記
係止部材は、前記搬送路の幅方向の一方側および他方側に互いに離間して配置され、前記
駆動装置に支持される基端部と、前記基端部よりも前記搬送路の幅方向中央側に配置され
前記物品に係止する爪部と、前記基端部と前記爪部を連結する連結部と、をそれぞれ有す
る。
　（請求項２）本発明に係る搬送装置は、搬送路上に載置された物品に対して所定の処理
を施す第一処理装置および第二処理装置が前記物品の搬送方向に並んで設置されることに
より構成される生産ラインに用いられ、前記搬送路上の前記物品を搬送する。搬送装置は
、前記第一処理装置の機内から前記物品を機外まで搬出する搬出ユニットと、前記第二処
理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する搬入ユニットと、を備える。前記搬出ユニ
ットおよび前記搬入ユニットは、搬送方向に重複した位置に配置され、且つ前記物品を搬
送方向に移動可能とするそれぞれの搬送領域が搬送方向に連続する位置にそれぞれ配置さ
れる。前記搬送装置は、前記搬入ユニットであって前記第一処理装置の機外から前記物品
を機内まで搬入する第一搬入ユニットと、前記搬出ユニットであって前記第一処理装置の
機内から前記物品を機外まで搬出する第一搬出ユニットと、前記搬入ユニットであって前
記第二処理装置の機外から前記物品を機内まで搬入する第二搬入ユニットと、を備える。
前記第一搬入ユニットは、前記第一処理装置の機外から前記搬送路上の規定位置まで処理
前の前記物品を搬入するとともに、当該搬入動作において前記規定位置に載置された処理
後の前記物品に処理前の前記物品を押し付けることによって、処理後の前記物品を前記搬
送路上の搬出待機位置まで移動させる。前記第一搬出ユニットは、前記搬出待機位置に載
置された処理後の前記物品を前記第一処理装置の機外まで搬出する。
【発明の効果】
【０００７】
　請求項１に記載の本発明によると、搬出ユニットおよび搬入ユニットは、隣り合う第一
処理装置と第二処理装置との間に搬送方向に並列に配置される。これにより、各ユニット
を搬送方向に直列に配置する構成と比較して、両ユニットの配置に要する搬送方向幅を短
縮できる。よって、搬送装置全体として小型化を図ることにより、処理装置間の距離を小
さくすることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】実施形態における搬送装置の平面図である。
【図２】図１に示す搬送装置の正面図である。
【図３】図２における搬出ユニットの正面図である。
【図４】図３における係止部材を示す拡大図である。
【図５】図１のＶ方向から見た搬入ユニットおよび搬出ユニットを示す図である。
【図６】搬送装置とワークの搬送状態との関係を示す図である。
【図７】図６の次の搬送装置とワークの搬送状態との関係を示す図である。
【図８】図７の次の搬送装置とワークの搬送状態との関係を示す図である。
【図９】図８の次の搬送装置とワークの搬送状態との関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の搬送装置を具体化した実施形態について図面を参照して説明する。搬送
装置は、搬送路上の物品を搬送する装置であって、物品に対して処理を施す処理装置に用
いられる。なお、実施形態においては、処理装置は工作機械であり、所定の加工処理とし
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てワーク（物品）に対して加工処理を行う態様を例示する。また、搬送装置は、複数の工
作機械により構成される生産ラインに用いられる。
【００１０】
　＜実施形態＞
　（１．生産ライン１０および搬送装置３０の全体構成）
　生産ライン１０および搬送装置３０の全体構成について、図１および図２を参照して説
明する。生産ライン１０は、図１に示すように、３台の工作機械１１～１３と、搬送装置
３０とを備える。工作機械１１～１３は、同種の工作機械であって、搬送路７０上の規定
位置Ｐｐに載置されたワークＷ（本発明の「物品」に相当する）をクランプして、切削加
工などの加工処理を施す処理装置である。３台の工作機械１１～１３は、所定の間隔を空
けて、搬送方向に並んで設置され、生産ライン１０を構成する。
【００１１】
　ここで、３台の工作機械１１～１３のうち生産ライン１０の最上流側に設置された工作
機械を第一工作機械１１（本発明の「第一処理装置」に相当する）とする。第一工作機械
１１は、ベッド２１に対してＸ軸方向（図１の左右方向）に移動可能にコラム２２を有す
る。コラム２２の前面には、当該コラム２２に対してＹ軸方向（図１の前後方向）に移動
可能にサドル２３が設けられる。サドル２３の前面には、当該サドルに対してＺ軸方向（
図１の上下方向）に移動可能な回転主軸２４に回転工具２５が保持される。
【００１２】
　第一工作機械１１は、搬送路７０上の規定位置Ｐｐに載置されたワークＷを、リフタ２
６により昇降させる。リフタ２６は、加工処理前のワークＷを搬送路７０の下方に移動さ
せてチルト装置２７の上面のクランプ位置に載置する。第一工作機械１１は、図略のクラ
ンプ装置によりワークＷを位置決め固定する。第一工作機械１１は、コラム２２やサドル
２、チルト装置２７などの動作により、ワークＷに対して回転工具２５を相対移動させて
加工処理を行う。リフタ２６は、チルト装置２７に対してアンクランプされた加工処理後
のワークＷを上方に移動させて、搬送路７０上の規定位置Ｐｐに戻す。
【００１３】
　また、３台の工作機械１１～１３のうち第一工作機械１１に対して生産ライン１０の下
流側に順に設置された２台の工作機械を第二工作機械１２（本発明の「第二処理装置」に
相当する）および第三工作機械１３とする。第二工作機械１２および第三工作機械１３は
、第一工作機械１１と同様に、搬送路７０上の規定位置Ｐｐに載置されたワークＷをそれ
ぞれのリフタ２６により搬送路７０に対して昇降させる。第二工作機械１２および第三工
作機械１３は、それぞれのチルト装置２７に位置決め固定されたワークＷに対して加工処
理を行う。
【００１４】
　ここで、上記の「規定位置」とは、工作機械の機内において、各工作機械が加工処理を
行うために搬送装置３０との間でワークＷの受け渡し可能な搬送路上の位置に相当する。
つまり、工作機械が、例えばリフタ２６に換えてパレットチェンジャにより搬送路上のワ
ークＷをクランプ位置に移動させる場合には、搬送路上の「規定位置」は、パレットチェ
ンジャと搬送装置３０がワークＷを受け渡し可能な位置に相当する。また、搬送路上の規
定位置においてワークＷをクランプして加工処理を実行する場合には、搬送路上の「規定
位置」は、ワークＷのクランプ位置に相当する。
【００１５】
　搬送装置３０は、複数の搬入ユニットＮｍと、複数の搬出ユニットＮｘと、複数の機内
搬送台７１～７３と、複数の機外搬送台７５～７７と、回転テーブル８０とを備える。複
数の搬入ユニットＮｍは、生産ライン１０の上流側から順に第一搬入ユニットＮｍ１、第
二搬入ユニットＮｍ２、および第三搬入ユニットＮｍ３とする。また、複数の搬出ユニッ
トＮｘは、生産ライン１０の上流側から順に第一搬出ユニットＮｘ１、第二搬出ユニット
Ｎｘ２、第三搬出ユニットＮｘ３とする。
【００１６】
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　第一搬入ユニットＮｍ１は、第一工作機械１１に対してワークＷを搬入する。第一搬出
ユニットＮｘ１は、第一工作機械１１により加工処理されたワークＷを搬出する。第二搬
入ユニットＮｍ２は、第二工作機械１２に対してワークＷを搬入する。第二搬出ユニット
Ｎｘ２は、第二工作機械１２により加工処理されたワークＷを搬出する。第三搬入ユニッ
トＮｍ３は、第三工作機械１３に対してワークＷを搬入する。第三搬出ユニットＮｘ３は
、第三工作機械１３により加工処理されたワークＷを搬出する。搬入ユニットＮｍ１～Ｎ
ｍ３および搬出ユニットＮｘ１～Ｎｘ３の詳細構成については後述する。
【００１７】
　複数の機内搬送台７１～７３は、対応する第一工作機械１１、第二工作機械１２、およ
び第三工作機械１３の機内にそれぞれ設けられる。複数の機外搬送台７５～７７は、図１
に示すように、第一工作機械１１、第二工作機械１２、および第三工作機械１３の上流側
または下流側にそれぞれ設けられる。回転テーブル８０は、第二工作機械１２と第三工作
機械１３との間に配置される。
【００１８】
　複数の機内搬送台７１～７３、複数の機外搬送台７５～７７、および回転テーブル８０
は、上面にワーク搬送面を備え、搬送路７０の一部をそれぞれ構成する。ワーク搬送面に
は、図示しない摺動ガイドまたは転動ガイドが設けられる。これにより、搬送路７０は、
各ワーク搬送面におけるワークＷの手動搬送を可能とする。
【００１９】
　また、回転テーブル８０は、図１および図２に示すように、転動ガイド８１と、引出機
構８２と、回転機構８３とを有する。転動ガイド８１は、搬送方向に並んで配置された複
数のローラ部材により構成される。引出機構８２は、回転テーブル８０の本体部に対して
転動ガイド８１を搬送路７０に直交する水平方向に移動可能とする機構である。回転機構
８３は、回転テーブル８０の本体部に対して転動ガイド８１を鉛直な中心軸周りに回転可
能とする機構である。
【００２０】
　このような構成により、回転テーブル８０は、転動ガイド８１にワークＷが載置された
状態で、当該ワークＷを搬送路７０から側方に移動させ、その位置でワークＷを鉛直な中
心軸周りに回転させることができる。これにより、回転テーブル８０よりも上流側に設置
された第一工作機械１１および第二工作機械１２により加工処理されたワークＷについて
、搬送路７０の側方からワークＷの全周に亘る視認が可能となる。また、回転機構８３の
回転により転動ガイド８１によるワークＷの案内方向が変更され、搬送路７０の外部への
ワークＷの持ち出しが容易となる。
【００２１】
　（２．搬入ユニットＮｍ１～Ｎｍ３および搬出ユニットＮｘ１～Ｎｘ３の詳細構成）
　本実施形態において、各搬入ユニットＮｍ１～Ｎｍ３および各搬出ユニットＮｘ１～Ｎ
ｘ３は、同種の搬送用ユニットである。ここでは、第一搬出ユニットＮｘ１の構成につい
て説明する。
【００２２】
　（２－１．第一搬出ユニットＮｘ１について）
　第一搬出ユニットＮｘ１は、搬送路７０上に載置されたワークＷを搬送方向に沿って移
動させる。第一搬出ユニットＮｘ１は、図３に示すように、アンチバック機構４０および
駆動装置５０を備える。アンチバック機構４０は、搬送方向のうち搬出側（図３の左側）
へのワークＷの移動を許容し、且つ搬入側（図３の右側）へのワークＷの移動を規制する
。駆動装置５０は、第一工作機械１１の機外に設けられ、後述するアンチバック機構４０
の係止部材４２を搬送方向に移動させる。
【００２３】
　より具体的には、アンチバック機構４０は、図４に示すように、本体部４１と、係止部
材４２と、ストッパー部材４３と、調整機構４４とを有する。本体部４１は、駆動装置５
０に固定され、当該駆動装置５０の動作により搬送方向に移動する。係止部材４２は、搬
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送路７０の上方に配置され、搬送路７０の上面から所定の高さにおいてワークＷに係止し
てワークＷに搬送方向の外力を付与する。係止部材４２は、本体部４１に対して搬送方向
に直交し且つ水平な回転軸線周りに回転可能に支持される。
【００２４】
　また、本実施形態において、係止部材４２は、図５に示すように、基端部４２ａと、爪
部４２ｂと、連結部４２ｃとを有する。基端部４２ａは、係止部材４２における駆動装置
５０側の端部であって、本体部４１を介して駆動装置５０に間接的に支持される部位であ
る。爪部４２ｂは、基端部４２ａよりも搬送路７０の幅方向（図５の左右方向）中央側に
配置され、ワークＷに係止する部位である。
【００２５】
　連結部４２ｃは、基端部４２ａと爪部４２ｂを連結する部位である。このような構成に
より、係止部材４２は、上端側から下端側にかけて全体として屈曲した形状を呈する。つ
まり、係止部材４２は、本体部４１に支持される基端部４２ａよりも、搬送路７０の幅方
向中央側においてワークＷに搬送方向の外力を付与可能に構成される。
【００２６】
　ストッパー部材４３は、係止部材４２が下向きにある初期状態（図４の実線で示される
係止部材４２の状態）において、係止部材４２の反搬送方向（図４の反時計回り）の回転
を規制する。このような構成によると、アンチバック機構４０がワークＷに対して搬入側
に移動する場合には、係止部材４２が回転した状態（図４の破線で示される係止部材４２
の状態）となる。よって、係止部材４２がワークＷに係止せず、アンチバック機構４０は
、ワークＷに対する搬入方向への相対移動を許容する。
【００２７】
　一方で、アンチバック機構４０がワークＷに対して搬出側に移動する場合には、係止部
材４２がストッパー部材４３により回転を規制された状態となる。よって、係止部材４２
がワークＷにおける所定の係止位置に係止し、アンチバック機構４０は、ワークＷに対す
る搬出方向への相対移動を規制する。従って、アンチバック機構４０が搬出方向に移動さ
れる場合には、当該移動に伴ってワークＷが係止部材４２より外力を受けて搬出方向に移
動される。
【００２８】
　調整機構４４は、駆動装置５０に対する係止部材４２の搬送方向位置を調整可能とする
機構である。本実施形態において、調整機構４４は、本体部４１において駆動装置５０に
固定される固定部材と、係止部材４２を回転可能に支持する支持部材とを、所定の搬送方
向範囲において連結可能としている。このような構成により、本体部４１において固定部
材に対する支持部材の連結位置が調整可能となる。当該調整により、搬送路７０において
、第一搬出ユニットＮｘ１がワークＷを搬送方向に移動可能な搬送領域Ｒｘが設定される
。
【００２９】
　駆動装置５０は、アンチバック機構４０を搬送方向に沿って移動させる。本実施形態に
おいて、駆動装置５０は、倍速機構を用いてアンチバック機構４０を搬送方向に移動させ
る。より具体的には、駆動装置５０は、図３に示すように、フレーム５１と、シリンダ部
材５２と、シリンダロッド５３と、第一可動体５４と、無端ベルト５５と、第二可動体５
６とを有する。
【００３０】
　フレーム５１は、第一工作機械１１に対して相対移動不能に固定される。シリンダ部材
５２は、フレーム５１に設けられ、例えば供給される油圧によりシリンダロッド５３を搬
送方向に移動させる。第一可動体５４は、シリンダロッド５３に一体的に設けられ、シリ
ンダロッド５３の移動に伴いフレーム５１に対して搬送方向に移動可能に構成されている
。無端ベルト５５は、第一可動体５４に設けられた２つのプーリに懸架され、外周面の一
部（図３の斜線部）をフレーム５１に固定されている。
【００３１】
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　第二可動体５６は、無端ベルト５５の外周面の一部に固定されている。また、第二可動
体５６の下部には、アンチバック機構４０の本体部４１が連結される。このような構成に
よると、シリンダ部材５２の動作によりシリンダロッド５３が搬出方向に移動すると、先
ず第一可動体５４がフレーム５１に対して搬出方向に移動する。そうすると、無端ベルト
５５は、全体として搬出方向に移動する。このとき、無端ベルト５５は、一部（図３の斜
線部）をフレーム５１に固定されているため、第一可動体５４の移動距離に応じて固定さ
れた一部を基点に回転する。
【００３２】
　無端ベルト５５に固定されている第二可動体５６は、無端ベルト５５の回転によって第
一可動体５４に対して搬出方向に移動する。つまり、第二可動体５６は、第一可動体５４
の搬送方向の一方側（搬出方向）への移動距離に応じて第一可動体５４に対して搬送方向
の一方側（搬出方向）に相対移動する。そのため、フレーム５１に対する第二可動体５６
の移動距離は、フレーム５１に対する第一可動体５４の移動距離の２倍となる。第二可動
体５６の移動距離は、第一可動体５４が搬送方向の他方側（搬入方向）に移動する場合も
同様に、第一可動体５４の移動距離の２倍となる。
【００３３】
　上記のような構成からなる倍速機構を用いた駆動装置５０は、シリンダ部材５２のスト
ロークに対して２倍の移動距離、およびシリンダロッド５３の動作に対して２倍の速度で
第二可動体５６を移動可能とする。駆動装置５０は、搬送装置３０の制御装置６２の指令
に従って、シリンダ部材５２を動作させる。これにより、駆動装置５０は、第二可動体５
６と一体的に移動するアンチバック機構４０の係止部材４２を、搬送方向の所定位置に移
動させる。
【００３４】
　（２－２．第一搬入ユニットＮｍ１について）
　ここで、搬送装置３０の第一搬入ユニットＮｍ１は、上述したように、第一搬出ユニッ
トＮｘ１と同種の搬送用ユニットである。第一搬入ユニットＮｍ１は、第一搬出ユニット
Ｎｘ１が搬送路７０の一方側（図１の下側）に配置されるのに対して、搬送路７０の他方
側（図１の上側）に配置される。第一搬入ユニットＮｍ１の駆動装置５０および第一搬出
ユニットＮｘ１の駆動装置５０は、第一工作機械１１が加工処理している場合に、係止部
材４２を含むアンチバック機構４０を第一工作機械１１の機外に退避させる。
【００３５】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１は、第一工作機械１１の機外から第一工作機械１１の機
内の規定位置Ｐｐまで加工処理前のワークＷを搬送する。第一搬入ユニットＮｍ１は、当
該搬入動作において規定位置Ｐｐに載置された加工処理後のワークＷに加工処理前のワー
クＷを押し付けることによって、加工処理後のワークＷを搬送路７０上の搬出待機位置Ｐ
ｘまで移動させる。第一搬出ユニットＮｘ１は、搬出待機位置Ｐｘに載置された加工処理
後のワークＷを第一工作機械１１の機外まで搬出する。
【００３６】
　搬送装置３０は、図２に示すように、検出部６１および制御装置６２を備える。検出部
６１は、加工処理後のワークＷが搬出待機位置Ｐｘまで移動されたか否かを検出する。制
御装置６２は、検出部６１による検出結果に基づいて第一搬出ユニットＮｘ１を動作させ
て、搬出待機位置Ｐｘに載置されたワークＷを第一工作機械１１の機外に搬出させる。
【００３７】
　本実施形態において、第一搬入ユニットＮｍ１は、ワークＷに係止部材４２を係止させ
た状態で第一工作機械１１の機内にワークＷを押し込んで搬入する。一方で、第一搬出ユ
ニットＮｘ１は、本実施形態において、ワークＷの係止部材４２を係止させた状態で第一
工作機械１１の機外にワークＷをかき出して搬出する。つまり、同種の搬送用ユニットで
ある第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１のそれぞれの係止部材４２は
、ワークＷの押し込みにもかき出しにも適用可能に構成される。
【００３８】
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　また、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、駆動装置５０の固定
位置および駆動装置５０に対する係止部材４２の搬送方向位置により、ワークＷを搬送方
向に移動可能な搬送領域Ｒｍ，Ｒｘがそれぞれ設定される。具体的には、第一搬入ユニッ
トＮｍ１の搬送領域Ｒｍは、駆動装置５０によるアンチバック機構４０の可動範囲に応じ
た領域（搬入待機位置Ｐｍから規定位置Ｐｐまでの領域）に、加工処理前のワークＷの押
し付けによる加工処理後のワークＷの移動領域（規定位置Ｐｐから搬出待機位置Ｐｘまで
の領域）を加えた領域に相当する。第一搬出ユニットＮｘ１の搬送領域Ｒｘは、搬送路７
０上の搬出待機位置Ｐｘから第二工作機械１２に対する搬入待機位置Ｐｍまでの領域であ
る。
【００３９】
　なお、上記の規定位置Ｐｐから搬出待機位置Ｐｘまでの領域に対応するワークＷの移動
量は、当該ワークＷの搬送方向の長さ（以下、「ワーク長Ｌｃ」と称する）に相当する。
第一搬入ユニットＮｍ１は、加工処理前のワークＷの前面部が加工処理後のワークＷの背
面部に接触された状態で、加工処理後のワークＷを規定位置Ｐｐから搬出待機位置Ｐｘま
で移動させる。つまり、上記のワーク長Ｌｃは、本実施形態において、ワークＷの前面部
のうち下流側のワークＷの背面部に接触する前側接触部から、ワークＷの背面部のうち上
流側のワークＷの前側接触部と接触する後側接触部までの搬送方向長さに相当する。
【００４０】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１により加工処理後のワークＷが搬出待機位置Ｐｘまで移
動される際に、加工処理前のワークＷの前面部が加工処理後のワークＷの背面部に直接的
に接触する態様においては、前面部または背面部が加工面である場合には、当該接触に伴
って加工面に傷が生じるおそれがある。そこで、ワークＷの前面部または背面部には、接
触に伴う傷の発生を防止可能な手段を設けることが好ましい。
【００４１】
　（２－３．第一搬出ユニットＮｘ１と第二搬入ユニットＮｍ２の関係）
　搬送装置３０は、上述したように、第一搬入ユニットＮｍ１と同種の搬送用ユニットで
ある第二搬入ユニットＮｍ２を備える。第二搬入ユニットＮｍ２は、第二工作機械１２の
機外から当該第二工作機械１２における規定位置ＰｐまでワークＷを搬入する。第一搬出
ユニットＮｘ１および第二搬入ユニットＮｍ２は、図１に示すように、搬送方向に重複し
た位置に配置される。
【００４２】
　第二搬入ユニットＮｍ２は、第一搬出ユニットＮｘ１により第二工作機械１２に対する
搬入待機位置Ｐｍまで搬送されたワークＷを、第二工作機械１２の機内における規定位置
Ｐｐまで搬入可能に搬送領域Ｒｍを設定される。第一搬出ユニットＮｘ１および第二搬入
ユニットＮｍ２は、図１に示すように、それぞれの搬送領域Ｒｘ，Ｒｍが搬送方向に連続
する位置にそれぞれ配置される。
【００４３】
　このような構成において、第二搬入ユニットＮｍ２は、上流側の第一工作機械１１にお
いて加工処理後のワークＷが第一搬出ユニットＮｘ１により搬送路７０上の搬入待機位置
Ｐｍまで搬送される場合に、係止部材４２を搬送領域Ｒｍの上流側端部に位置決めされる
。第二搬入ユニットＮｍ２は、アンチバック機構４０が搬送方向下流側へのワークＷの移
動を許容し、ワークＷが第二工作機械１２に対する搬入待機位置Ｐｍまで搬送されると当
該ワークＷの背面部に係止部材４２が係止可能な状態となる。つまり、第二搬入ユニット
Ｎｍ２は、第一搬出ユニットＮｘ１の搬送によって、ワークＷを下流側の第二工作機械１
２に搬入可能な状態とされる。
【００４４】
　このとき、第一搬出ユニットＮｘ１および第二搬入ユニットＮｍ２は、図５に示すよう
に、それぞれの係止部材４２が搬送路７０の幅方向の一方側および他方側に互いに離間し
て配置される。これにより、第一搬出ユニットＮｘ１および第二搬入ユニットＮｍ２は、
搬送路７０の幅方向において、それぞれの係止部材４２の爪部４２ｂが異なる位置でワー
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クＷに係止可能となる。より詳細には、それぞれの係止部材４２の爪部４２ｂ同士が離間
する搬送路７０の幅方向の距離Ｄｔは、基端部４２ａ同士が離間する搬送路７０の幅方向
の距離Ｄｒよりも短くなるように設定される。これにより、第一搬出ユニットＮｘ１およ
び第二搬入ユニットＮｍ２は、それぞれの係止部材４２の干渉を防止しつつ、搬送路７０
の幅方向においてワークＷの重心により近い部位にそれぞれの係止部材４２が係止するよ
うに構成されている。
【００４５】
　（３．搬送装置３０による搬送処理）
　次に、生産ライン１０における搬送装置３０によるワークＷの搬送処理について、図６
～図９を参照して説明する。なお、図６～図９は、各図の上段において生産ライン１０を
上方から見た場合の搬送路７０とワークＷの位置関係を示し、各図の下段において生産ラ
イン１０を正面から見た場合のワークＷと搬送装置３０の位置関係を上段に対応させて示
している。
　ここで、搬送装置３０は、同種のワークＷを順に搬送するものとし、生産ライン１０の
下流側から順に第一ワークＡ、第二ワークＢとする。第一ワークＡおよび第二ワークＢは
、図６に示すように、例えばエンジンのシリンダブロックであり、搬送方向（図６の左右
方向）に所定のピッチで４つのボアが形成されている。
【００４６】
　第一ワークＡは、図６に示すように、第一工作機械１１により加工処理された加工処理
後のワークＷであり、搬送路７０上の規定位置Ｐｐに載置された状態にある。第二ワーク
Ｂは、第一工作機械１１には加工処理されていない加工処理前のワークＷであり、搬送路
７０上の搬入待機位置Ｐｍに載置された状態にある。
【００４７】
　第一搬入ユニットＮｍ１は、係止部材４２を搬送領域Ｒｍの上流側端部に位置決めして
、第二ワークＢの背面部に係止部材４２が係止可能な状態とする。次に、第一搬入ユニッ
トＮｍ１の駆動装置５０の動作によってアンチバック機構４０が搬送方向に移動されると
、係止部材４２が第二ワークＢの背面部に係止して搬送方向の外力を付与する。第二ワー
クＢが搬送路７０上の押込開始位置Ｐｓまで移動されると、図７に示すように、第二ワー
クＢの前面部が第一ワークＡの背面部に接触する。
【００４８】
　さらに、第一搬入ユニットＮｍ１は、第二ワークＢの背面部に係止部材４２を係止させ
た状態で第一工作機械１１の機内に第二ワークＢを押し込んで搬入する。第二ワークＢが
第一工作機械１１の規定位置Ｐｐまで搬入されると、図８に示すように、当該搬入動作に
よって第一ワークＡが第一工作機械１１における搬出待機位置Ｐｘまで移動される。この
とき、第一搬出ユニットＮｘ１が係止部材４２を搬送領域Ｒｘの上流側端部に位置決めさ
れており、第一ワークＡは、第一搬出ユニットＮｘ１のアンチバック機構４０に対して搬
送方向下流側へ移動を許容される。
【００４９】
　第一ワークＡが搬出待機位置Ｐｘまで移動すると、第一ワークＡの搬送方向前側の一部
は、第一工作機械１１の機外に露出した状態にある。そして、第一搬出ユニットＮｘ１の
係止部材４２は、第一ワークＡに形成されたボアに挿入され、当該ボアの内壁に係止可能
となる。また、搬送装置３０は、第一ワークＡが搬出待機位置Ｐｘまで移動されたことを
検出部６１により検出する。搬送装置３０の制御装置６２は、この検出結果に基づいて第
一搬出ユニットＮｘ１を動作させる。これにより、第一搬出ユニットＮｘ１は、第一ワー
クＡに係止部材４２を係止させた状態で第一工作機械１１の機内から当該第一ワークＡを
かき出して搬出する。
【００５０】
　第一搬出ユニットＮｘ１は、図９に示すように、第一ワークＡが搬送路７０上の第二工
作機械１２に対する搬入待機位置Ｐｍまで移動する。このとき、第二搬入ユニットＮｍ２
は、係止部材４２を搬送領域Ｒｍの上流側端部に位置決めされている。これにより、第二
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搬入ユニットＮｍ２は、第一工作機械１１において加工処理後の第一ワークＡが第一搬出
ユニットＮｘ１により搬送路７０上の搬入待機位置Ｐｍまで搬出されることによって、第
一ワークＡを第二工作機械１２に搬入可能な状態とされる。
【００５１】
　加工処理前の第二ワークＢを搬入された第一工作機械１１は、リフタ２６により第二ワ
ークＢを搬送路７０から下降させてチルト装置２７の上面に第二ワークＢを載置する。そ
して、第一工作機械１１は、チルト装置２７に第二ワークＢを位置決め固定した後に、第
二ワークＢの加工処理に移行する。このとき、第一工作機械１１は、機内搬送台７１と、
この機内搬送台７１に搬送方向に隣接する機外搬送台７５，７６との各境界部に設けられ
た図略のシャッター装置を閉じる。
【００５２】
　第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、それぞれの駆動装置５０が
第一工作機械１１の機外に設けられ、且つ第一工作機械１１の加工処理に際して係止部材
４２を含むアンチバック機構４０を第一工作機械１１の機外に退避させる。これにより、
第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、第一工作機械１１のシャッタ
ー装置によって加工処理が行われる機内と遮断される。
【００５３】
　（４．実施形態の構成による効果）
　本実施形態において、第一搬入ユニットＮｍ１は、第一工作機械１１の機外から規定位
置Ｐｐまで第二ワークＢを搬入するとともに、当該搬入動作において規定位置Ｐｐに載置
された第一ワークＡに第二ワークＢを押し付けることによって、第一ワークＡを搬送路７
０上の搬出待機位置Ｐｘまで移動させる。
【００５４】
　このような構成によると、第一搬入ユニットＮｍ１によりワークＷを搬送可能な搬送領
域Ｒｍには、加工処理前の第二ワークＢの搬入に伴って押し出された加工処理後の第一ワ
ークＡの移動量（規定位置Ｐｐから搬出待機位置Ｐｘまでの距離であって、ワークＷのワ
ーク長Ｌｃに相当する）が含まれる。これにより、搬送装置３０においてワークＷの移動
可能な搬送領域Ｒｍが好適に確保される。よって、搬送装置３０全体として小型化が可能
となるので、第一工作機械１１と第二工作機械１２との間の距離を短くでき、工場内にお
ける工作機械のレイアウトの設定自由度が向上する。
【００５５】
　また、加工処理前の第二ワークＢの搬入により加工処理後の第一ワークＡが搬出され始
めるため、搬送処理に要する時間が短縮される。本実施形態において、第一搬入ユニット
Ｎｍ１は、加工処理後の第一ワークＡが第一工作機械１１の機外に搬出されるのを待つこ
となく、加工処理前の第二ワークＢを搬送対象として第一工作機械１１の機内への搬入動
作を開始する。そのため、搬送装置３０は、第一搬入ユニットＮｍ１による搬入動作中で
あっても、第一搬出ユニットＮｘ１を動作させて、例えば第一ワークＡよりも先に加工処
理されたワークＷを下流側に搬送させることができる。このように、搬送装置３０は、第
一搬出ユニットＮｘ１による搬出動作の状態によらず、第一搬入ユニットＮｍ１により加
工処理前の第二ワークＢを搬入することができる。従って、搬送装置３０による搬送処理
に要する時間が短縮される。
【００５６】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、駆動装置５０による
制御によって、第一工作機械１１が加工処理している場合に、係止部材４２を第一工作機
械１１の機外に退避させる。
　このような構成によると、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１に加
工処理に伴って機内で発生する切り粉などが付着することを防止できるので、搬送装置３
０のメンテナンス性が向上する。また、本実施形態のように第一工作機械１１がシャッタ
ー装置を備える構成において、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１が
第一工作機械１１の機外に退避するので、シャッター装置に搬送装置との干渉を防止する
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機構を設けた専用のシャッター装置とする必要がない。よって、第一工作機械１１は、汎
用的なシャッター装置を適用することが可能となる。
【００５７】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１は、ワークＷに係止部材４２を係止させた状態で第一工
作機械１１の機内にワークＷを押し込んで搬入する。また、第一搬出ユニットＮｘ１は、
ワークＷに係止部材４２を係止させた状態で第一工作機械１１の機内からワークＷをかき
出して搬出する。
　このような構成によると、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、
係止部材４２によりワークＷを押し込み、またワークＷをかき出すことが可能である。係
止部材４２は、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１において押し込み
とかき出しの両方に対応した部材とすることができる。
【００５８】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、駆動装置５０に対す
る係止部材４２の搬送方向位置を調整可能な調整機構４４を有する。
　本実施形態において、第一搬入ユニットＮｍ１の搬送領域Ｒｍには、第二ワークＢの押
し付けによって第一ワークＡが押し出されて移動した移動量が含まれる。そして、当該移
動量がワーク長Ｌｃに相当することから、例えばワーク長Ｌｃが異なる他種のワークが搬
送対象となった場合には、搬送領域Ｒｍを適宜変更する必要が生じる。そこで、本実施形
態のように、第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１が調整機構４４をそ
れぞれ有する構成とすることにより、ワーク長Ｌｃの異なる種々のワークＷに対応した搬
送が可能となる。
【００５９】
　また、搬送装置３０は、検出部６１による検出結果に基づいて第一搬出ユニットＮｘ１
を動作させて、搬出待機位置Ｐｘに載置されたワークＷを第一工作機械１１の機外に搬出
させる制御装置６２を備える。
　このような構成によると、搬送装置３０は、検出部６１により加工処理後の第一ワーク
Ａが搬出待機位置Ｐｘまで移動されたか否かに係る情報を取得できる。また、搬送装置３
０は、制御装置６２により第一搬出ユニットＮｘ１の動作を制御することにより、搬出待
機位置Ｐｘまで移動された加工処理後の第一ワークＡを適宜のタイミングで第一工作機械
１１の機外に搬出可能となる。これにより、搬送動作の効率が向上する。
【００６０】
　また、搬送路７０には、当該搬送路７０を構成し、且つワークＷが載置された状態で鉛
直な中心軸周りに回転可能な回転テーブル８０が設けられる。
　生産ライン１０においては、例えば、第一工作機械１１および第二工作機械１２による
加工処理されたワークＷに対して品質チェックを行うことがある。しかしながら、ベルト
コンベアのように駆動機構を有する装置により搬送路が構成されている場合には、ベルト
コンベアに鉛直な中心軸周りに回転する機構を設けることが容易ではない。そのため、品
質チェックにおいては、作業者がワークＷにおける品質チェックの対象部位を視認できる
位置まで移動する必要がある。また、工作機械や搬送装置の位置関係によっては品質チェ
ックが容易でない場合もある。
【００６１】
　これに対して、搬送路７０の一部を回転テーブル８０により構成することにより、ワー
クＷを載置された回転テーブル８０を中心軸周りに回転できるので、品質チェックの作業
性が向上する。その他、ワークＷを搬送路７０の外部に持ち出す場合に、回転テーブル８
０により搬送方向を変更できるので、搬送路７０から搬送台車へのワークＷの乗せ替えが
容易となる。
【００６２】
　また、第一搬出ユニットＮｘ１および第一搬入ユニットＮｍ１は、搬送方向に重複した
位置に配置され、且つワークＷを搬送方向に移動可能とする搬送領域Ｒｘ，Ｒｍが搬送方
向に連続する位置にそれぞれ配置される。
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　このような構成によると、第一搬出ユニットＮｘ１および第二搬入ユニットＮｍ２は、
隣り合う第一工作機械１１および第二工作機械１２の間に搬送方向に並列に配置される。
これにより、各ユニットＮｘ，Ｎｍを搬送方向に直列に配置する構成と比較して、両ユニ
ットＮｘ，Ｎｍの配置に要する搬送方向幅を短縮できる。よって、搬送装置３０全体とし
て小型化を図ることにより、工作機械間の距離が短縮される。
【００６３】
　また、第二搬入ユニットＮｍ２は、上流側の第一工作機械１１において加工処理後の第
一ワークＡが第一搬入ユニットＮｍ１により搬入待機位置Ｐｍまで搬出されることによっ
て、この第一ワークＡを下流側の第二工作機械１２に搬入可能な状態とされる。
　このような構成によると、第二搬入ユニットＮｍ２は、第一搬入ユニットＮｍ１と連携
して動作し、隣り合う第一工作機械１１から第二工作機械１２へとワークＷを確実に搬送
できる。これにより、搬送装置３０の搬送動作の効率が向上する。
【００６４】
　また、第一搬入ユニットＮｍ１の係止部材４２、および第二搬入ユニットＮｍ２の係止
部材４２は、ワークＷに係止する爪部４２ｂが基端部４２ａよりも搬送路７０の幅方向中
央側に配置される。
　このような構成によると、それぞれの係止部材４２の爪部４２ｂ同士が離間する搬送路
７０の幅方向の距離Ｄｔは、基端部４２ａ同士が離間する搬送路７０の幅方向の距離Ｄｒ
よりも短くなるように設定される（Ｄｔ＜Ｄｒ）。これにより、２つの係止部材４２はと
もに、搬送路７０の幅方向中央付近においてワークＷに外力を付与することが可能となり
、ワークＷに発生するモーメントを低減できる。これにより、搬送装置３０の動作安定性
が向上する。
【００６５】
　＜実施形態の変形態様＞
　上述したように、各搬入ユニットＮｍ１～Ｎｍ３の搬送領域Ｒｍには加工処理前のワー
クＷの押し付けによる加工処理後のワークＷの移動量が含まれる。このとき、実施形態に
おいては、ワークＷ同士が直接的に接触するため、ワークＷの移動量は、ワーク長Ｌｃに
相当する。ここで、搬送装置３０が搬送の対象とする物品には、実施形態で例示したワー
クＷ単体の他に、ワークＷが治具や搬送トレイなどの他部材を組み付けられた状態のもの
が含まれる。このような物品が搬送の対象とされる場合には、ワークＷ同士が間接的に接
触することになり、当該他部材を含めた物品同士が接触した状態で、各物品の搬送方向の
中心間距離が上記の移動量に相当する。
【００６６】
　また、実施形態において、処理装置は工作機械１１～１３であり、搬送装置３０が搬送
の対象とする物品はワークＷである。これに対して、処理装置としては、種々の加工装置
や組立装置、熱処理装置、表面処理装置などが含まれ、その場合に搬送の対象とする物品
は被加工物や組立本体、種々の部品、要素などが想定される。このような態様においても
、実施形態と同様の構成とすることにより、同様の効果を奏する。
【００６７】
　＜付記＞
　搬送装置３０は、搬送路７０上に載置された物品（ワークＷ）に対して所定の処理を施
す第一処理装置（第一工作機械１１）および第二処理装置（第二工作機械１２）が物品（
ワークＷ）の搬送方向に並んで設置されることにより構成される生産ライン１０に用いら
れ、搬送路７０上の物品（ワークＷ）を搬送する。搬送装置３０は、第一処理装置の機内
から物品を機外まで搬出する搬出ユニット（Ｎｘ１）と、第二処理装置（第二工作機械１
２）の機外から物品（ワークＷ）を機内まで搬入する搬入ユニット（Ｎｍ１～Ｎｍ３）と
、を備える。搬出ユニットおよび搬入ユニットは、搬送方向に重複した位置に配置され、
且つ物品を搬送方向に移動可能とするそれぞれの搬送領域Ｒｘ，Ｒｍが搬送方向に連続す
る位置にそれぞれ配置される。
【００６８】
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　搬入ユニット（Ｎｍ１）は、第一処理装置（第一工作機械１１）において処理後の物品
（ワークＷ）が搬出ユニット（Ｎｘ１）により第二処理装置（第二工作機械１２）に対す
る搬送路７０上の搬入待機位置Ｐｍまで搬出されることによって、当該物品を第二処理装
置に搬入可能な状態とされる。
　搬出ユニット（Ｎｘ１）および搬入ユニット（Ｎｍ１）は、搬送路７０の上方に配置さ
れ、搬送路７０の上面から所定の高さにおいて物品（ワークＷ）に係止して当該物品に搬
送方向の外力を付与する係止部材４２と、係止部材４２を支持するとともに、当該係止部
材４２を搬送方向に移動させる駆動装置５０と、をそれぞれ有する。搬出ユニット（Ｎｘ
１）および搬入ユニット（Ｎｍ１）の各係止部材４２は、搬送路７０の幅方向の一方側お
よび他方側に互いに離間して配置され、駆動装置５０に支持される基端部４２ａと、基端
部４２ａよりも搬送路７０の幅方向中央側に配置され物品（ワークＷ）に係止する爪部４
２ｂと、基端部４２ａと爪部４２ｂを連結する連結部４２ｃと、をそれぞれ有する。
【００６９】
　搬送装置３０は、搬入ユニットであって第一処理装置（第一工作機械１１）の機外から
物品（ワークＷ）を機内まで搬入する第一搬入ユニットＮｍ１と、搬出ユニットであって
第一処理装置（第一工作機械１１）の機内から物品を機外まで搬出する第一搬出ユニット
Ｎｘ１と、搬入ユニットであって第二処理装置（第二工作機械１２）の機外から物品を機
内まで搬入する第二搬入ユニットＮｍ２と、を備える。第一搬入ユニットＮｍ１は、第一
処理装置の機外から搬送路７０上の規定位置Ｐｐまで処理前の物品を搬入するとともに、
当該搬入動作において規定位置Ｐｐに載置された処理後の物品に処理前の物品を押し付け
ることによって、処理後の物品（ワークＷ）を搬送路７０上の搬出待機位置Ｐｘまで移動
させる。第一搬出ユニットＮｘ１は、搬出待機位置Ｐｘに載置された処理後の物品を処理
装置の機外まで搬出する。
【００７０】
　第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１は、物品（ワークＷ）に係止し
て当該物品に搬送方向の外力を付与する係止部材４２と、第一処理装置（第一工作機械１
１）の機外に設けられ、係止部材４２を搬送方向に移動させる駆動装置５０と、をそれぞ
れ有する。駆動装置５０は、第一処理装置が処理している場合に、係止部材４２を第一処
理装置の機外に退避させる。
　第一搬入ユニットＮｍ１は、物品（ワークＷ）に係止部材４２を係止させた状態で第一
処理装置（第一工作機械１１）の機内に当該物品を押し込んで搬入する。第一搬出ユニッ
トＮｘ１は、物品に係止部材４２を係止させた状態で第一処理装置（第一工作機械１１）
の機内から当該物品（ワークＷ）をかき出して搬出する。
　第一搬入ユニットＮｍ１および第一搬出ユニットＮｘ１の少なくとも一方は、駆動装置
５０に対する係止部材４２の搬送方向位置を調整可能な調整機構を有する。
【００７１】
　搬送装置３０は、処理後の物品（ワークＷ）が搬出待機位置Ｐｘまで移動されたか否か
を検出する検出部６１と、検出部６１による検出結果に基づいて第一搬出ユニットＮｘ１
を動作させて、搬出待機位置Ｐｘに載置された物品（ワークＷ）を第一処理装置（第一工
作機械１１）の機外に搬出させる制御装置６２と、をさらに備える。
　搬送路７０には、当該搬送路７０を構成し、且つ物品（ワークＷ）が載置された状態で
鉛直な中心軸周りに回転可能な回転テーブル８０が設けられる。
【符号の説明】
【００７２】
　１０：生産ライン、　１１：第一工作機械、　１２：第二工作機械、　３０：搬送装置
、　Ｎｍ１～Ｎｍ３：搬入ユニット、　Ｎｘ１～Ｎｘ３：搬出ユニット、　４２：係止部
材、　４２ａ：基端部、　４２ｂ：爪部、　４２ｃ：連結部、　４４：調整機構、　５０
：駆動装置、　６１：検出部、　６２：制御装置、　７０：搬送路、　８０：回転テーブ
ル、　Ｗ，Ａ，Ｂ：ワーク（物品）、　Ｐｐ：規定位置、　Ｐｘ：搬出待機位置、　Ｐｍ
：搬入待機位置
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